
令和７年３月28日（金） 福 井 県 報 号 外 第 29 号1

号 外 第 29 号

令 和 ７ 年
３月２８日（金）

火 曜 日 発 行

　　　目　　次　　　
（※は県例規集登載事項）

規　則
※個人情報の保護に関する法律施行細則の一部を改正する規則（１７・情報公開・
法制課）………………………………………………………………………………………２
※福井県職場適応訓練委託規則の一部を改正する規則（１８・労働政策課）…………２
訓　令
※福井県文書規程の一部を改正する訓令（５・情報公開・法制課）……………………３
※福井県電子署名規程の一部を改正する訓令（６・同）…………………………………７
※福井県統計事務取扱規程の一部を改正する訓令（７・統計調査課） …………………８
※福井県工事監督規程の一部を改正する訓令（８・土木管理課）………………………９
※福井県工事検査規程の一部を改正する訓令（９・工事検査課）………………………９
教育委員会規則
※個人情報の保護に関する法律施行細則の一部を改正する規則（５・教育政策課）
　………………………………………………………………………………………………１０
選挙管理委員会告示
※個人情報の保護に関する法律施行規程の一部を改正する告示（４５）……………１１
人事委員会規則
※個人情報の保護に関する法律施行細則の一部を改正する規則（８） ………………１１
監査委員告示
※個人情報の保護に関する法律施行規程の一部を改正する告示（７） ………………１１
公安委員会規則
※個人情報の保護に関する法律施行細則の一部を改正する規則（５・県民サポート
課）…………………………………………………………………………………………１１

収用委員会告示
※個人情報の保護に関する法律施行規程の一部を改正する告示（１） ………………１２
海区漁業調整委員会告示
※個人情報の保護に関する法律施行規程の一部を改正する告示（２） ………………１２
内水面漁場管理委員会告示
※個人情報の保護に関する法律施行規程の一部を改正する告示（２） ………………１２

企業管理規程
※個人情報の保護に関する法律施行規程の一部を改正する規程（１） ………………１２



令和７年３月28日（金） 福 井 県 報 号 外 第 29 号2

　個人情報の保護に関する法律施行細則の一部を改正する規則を公布する。
　　令和７年３月２８日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治
福井県規則第１７号
　　　個人情報の保護に関する法律施行細則の一部を改正する規則
　個人情報の保護に関する法律施行細則（令和５年福井県規則第１６号）の一部を次のよ
うに改正する。
　様式第３号、様式第１５号および様式第２３号中「□運転免許証　　□健康保険被保険
者証」を「□運転免許証」に改める。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この規則は、令和７年４月１日から施行する。
　（経過措置）
２ 　この規則による改正前の個人情報の保護に関する法律施行細則に定める様式による用
紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。
　 　
　福井県職場適応訓練委託規則の一部を改正する規則を公布する。
　　令和７年３月２８日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治
福井県規則第１８号
　　　福井県職場適応訓練委託規則の一部を改正する規則
　福井県職場適応訓練委託規則（昭和３８年福井県規則第６６号）の一部を次のように改
正する。
　様式第３号、様式第４号および様式第８号中
「
　上記の契約の締結を証するため、この契約書を２通作成し、双方記名押印の
上、各自１通を所持するものとする。

　を
」

「
　上記の契約の締結を証するため、この契約書を２通作成し、双方記名押印の
上、各自１通を所持するものとする。ただし、本書を電磁的記録で作成する場
合は、甲乙が電子署名の上、各自その電磁的記録を保有するものとする。

　に改め

」
、これらの様式中「印」および「㊞」を削る。
　　　附　則
　この規則は、令和７年４月１日から施行する。

規 　 則
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福井県訓令第５号 

            庁中一般 

            各出先機関 

 福井県文書規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 

  令和７年３月２８日 

      福井県知事 杉本 達治 

   福井県文書規程の一部を改正する訓令 

 福井県文書規程（昭和６１年福井県訓令第６号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 
  

 （起案） 

第１８条 起案は、文書管理システムを用いて行わなければならない。ただし、

文書管理システムにより難いものとして別に定める場合には、次に掲げる方法

により行うことができる。 

 ⑴・⑵ （略） 

 （起案） 

第１８条 起案は、文書管理システムを用いて行わなければならない。ただし、

文書管理システムにより難いものとして別に定める場合には、次に掲げる方法

により行うことができる。 

 ⑴・⑵ （略） 

 ⑶ 第３２条の３の規定による承認を受けた情報システムであって、別表第１

に掲げるもの（以下「承認情報システム」という。）により行う方法 

 

 （起案の要領） 

第２０条 起案は、次に定めるところにより行わなければならない。 

 ⑴～⑶ （略） 

 ⑷ 書式は、別表第１に定めるところによること。 

 

 （起案の要領） 

第２０条 起案は、次に定めるところにより行わなければならない。 

 ⑴～⑶ （略） 

 ⑷ 書式は、別表第２に定めるところによること。 

 

（情報システムの承認）  

第３２条の２ 情報公開・法制課長は、文書等の管理において必要と認めるとき

は、収受、起案、決裁、保存その他の文書等の管理につき、文書管理システム

以外の情報システムの利用を承認することができる。 

 

 

 （起案等に関する規定の準用） 

第３２条の２ 承認情報システムを用いて起案を行う場合は、第２２条、第２３

条の２から第２７条まで（第２４条第４項を除く。）、第２９条および第３０

条の規定を準用する。この場合において、これらの規定（第２９条を除く。）

中「起案文書」とあるのは「承認情報システムによる起案に係る電磁的記録」

と、第２９条中「文書管理システム以外を用いて起案文書」とあるのは「承認

情報システムによる起案に係る電磁的記録」と、「原議書の決裁欄に記載」と

あるのは「承認情報システムによる決裁の手続を終了した電磁的記録に記録」

と読み替えるものとする。 

 （承認情報システムによる文書管理）  （情報システムの承認） 

訓 　 令
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第３２条の３ 前条の規定により承認した情報システム（以下「承認情報システ

ム」という。）による文書等の管理については、文書管理システムの例による

。 

第３２条の３ 情報システムを管理する所属長が新たに当該情報システムにより

起案、決裁等を行おうとするときは、情報公開・法制課長の承認を受けなけれ

ばならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、承認情報システムによる文書等の管理において文

書管理システムの例によることが困難である場合は、当該承認情報システムを

管理する所属長は、当該承認情報システムにおける文書等の管理の方法を定め

、情報公開・法制課長の承認を受けなければならない。 

 

 

 （公印の押印または電子署名の実施） 

第３６条 発送または発信する文書等のうち次に掲げるものには、公印を押印し

、または電子署名及び認証業務に関する法律（平成１２年法律第１０２号）第

２条第１項に規定する電子署名（以下「電子署名」という。）を実施しなけれ

ばならない。 

 

 （公印の押印） 

第３６条 発送する文書（図画を除く。以下この項において同じ。）には、公印

を押印しなければならない。ただし、次に掲げる文書は、公印の押印を省略す

ることができる。 

 ⑴ 法令等の規定により公印の押印または電子署名の実施が必要とされるもの 

 ⑵ 県または相手方の権利義務または法的地位に重大な影響を及ぼすもの 

 ⑶ 事実証明に関するものその他その内容が真正であることを証明する必要が

認められるもの 

 ⑷ 前３号に掲げるもののほか、特に公印の押印または電子署名の実施が必要

であると認められるもの 

 ⑴ 庁内の往復文で軽易なもの 

 ⑵ 案内状、礼状、挨拶状等の書簡文 

 ⑶ 通知、照会等の文書で軽易なもの 

 

 ⑷ 前３号に掲げるもののほか、情報公開・法制課長が適当と認める文書 

２ （略） ２ （略） 

３ 第１項の電子署名の実施については、福井県電子署名規程（平成１７年福井

県訓令第３８号）の定めるところによる。 

 

  （電子署名の実施） 

第３６条の２ 電子署名及び認証業務に関する法律（平成１２年法律第１０２号

）第２条第１項に規定する電子署名（以下この条において「電子署名」という

。）を実施することができる情報システムにより発信する電磁的記録には、別

に定めるところにより、電子署名を実施しなければならない。ただし、前条第

１項各号に該当する電磁的記録については、電子署名の実施を省略することが

できる。 

 （本庁における文書の発送） 

第３７条 （略） 

 （本庁における文書の発送） 

第３７条 （略） 

 

 （電磁的記録の発信） 

第４２条 所属長は、電磁的記録を発信する際に、当該発信する電磁的記録が事

前に決裁した内容と同一であるかを確認しなければならない。 

 

 （ファクシミリによる発送） 

第４２条 所属長は、往復文であって第３６条第１項ただし書の規定により公印

の押印を省略したもの（秘密を保持する必要があるものを除く。）については

、ファクシミリにより当該文書を発送することができる。 
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  （電磁的記録の発信） 

第４２条の２ 所属長は、発信する電磁的記録を文書取扱責任者に発信させなけ

ればならない。 

 （福井県報への登載） 

第４３条 （略） 

 （福井県報への登載） 

第４３条 （略） 

 （施行年月日） 

第４４条 起案者は、文書等の施行を終えたときは、その年月日を原議書に記載

し、または文書管理システムに登録しなければならない。 

 （施行年月日） 

第４４条 起案者は、文書等の施行を終えたときは、その年月日を原議書に記載

し、文書管理システムに登録し、または承認情報システムによる決裁の手続を

終了した電磁的記録に記録しなければならない。 

 （ファイル基準表） 

第４５条 所属長は、毎年度当初、ファイル基準表を作成しなければならない。 

 （ファイル基準表） 

第４５条 所属長（承認情報システムに係る電磁的記録にあっては、当該承認情

報システムを管理する所属長。以下同じ。）は、毎年度当初、ファイル基準表

を作成しなければならない。 

２～４ （略） ２～４ （略） 

 （ファイル基準表の作成方法等） 

第４６条 （略） 

２ 所属長は、第５６条の規定により毎年度作成するファイル管理簿をもってフ

ァイル基準表に代えることができる。 

 （ファイル基準表の作成方法） 

第４６条 （略） 

 （保存年限等） 

第４７条 （略） 

２ 完結文書等の保存年限は、別表第２に定める文書保存年限基準（法令等によ

り保存期間が定められている完結文書等にあっては、当該保存期間）に基づき

、ファイル基準ごとに所属長が定める。 

 （保存年限等） 

第４７条 （略） 

２ 完結文書等の保存年限は、別表第３に定める文書保存年限基準（法令等によ

り保存期間が定められている完結文書等にあっては、当該保存期間）に基づき

、ファイル基準ごとに所属長が定める。 

 

 （保存年限の延長） 

第５９条 所属長は、完結文書等の保存年限の到来後も引き続き当該完結文書等

を保存する必要があると認めるときは、当該完結文書等の保存年限を限度とし

て、当該完結文書等の保存年限を延長することができる。 

 

 （保存年限の延長） 

第５９条 所属長は、完結文書等の保存年限の到来後も引き続き当該完結文書等

を保存する必要があると認めるときは、５年（第４７条第２項の規定により所

属長が定めた保存年限の年数が５年未満の場合にあっては、当該年数）を限度

として、当該完結文書等の保存年限を延長することができる。 

２～５ （略） ２～５ （略） 
  

 別表第１を削る。 

 別表第２第８章２を次のように改める。 
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 ２ 契約書 

 

○ ○ ○ ○ 契 約 書 

 ② 

 福井県（以下「甲」という。）と○○○○（以下「乙」という。）との間において、○○○○○ 

① 

○○のため、次の条項により契約を締結する。 

①   ⑤ 

第１条 ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

 ② 

 ○○○○○○○○○○○○。 

 

  （中 略） 

 

 ② 

 この契約を証するため、この証書を作成し、甲乙署名押印して各自１通を保存する。ただし、本 

① 

書を電磁的記録で作成する場合は、甲乙が電子署名の上、各自その電磁的記録を保有する。 

  ③ 

  （元号）  年  月  日 

 

甲 福井県知事 氏     名     

 

乙 住           所     

 

氏           名     
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 別表第２を別表第１とし、別表第３を別表第２とする。 

   附 則 

 この訓令は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

福井県訓令第６号 

            庁中一般 

            各出先機関 

 福井県電子署名規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 

  令和７年３月２８日 

      福井県知事 杉本 達治 

   福井県電子署名規程の一部を改正する訓令 

 福井県電子署名規程（平成１７年福井県訓令第３８号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 
  

 （趣旨） 

第１条 この規程は、電子署名の実施に関し必要な事項を定めることを目的とす

る。 

 （趣旨） 

第１条 この規程は、福井県文書規程（昭和６１年福井県訓令第６号。以下「文

書規程」という。）第３６条の２の規定に基づき、電子署名の実施に関し必要

な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

 ⑴ （略） 

 ⑵ 認証局 地方公共団体組織認証基盤（地方公共団体が住民、企業、国また

は地方公共団体の間で交換する電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他

人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、

電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。以下同じ。）により

作成される文書が真正なものであることを認証するための基盤をいう。以下

同じ。）における認証局をいう。 

 ⑶～⑸ （略） 

 ⑹ 立会人型電子署名サービス 事業者が、契約、協定その他これらに類する

もの（以下「契約等」という。）の当事者の指示を受けて電磁的記録に電子

署名を行うサービスをいう。 

 （定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

 ⑴ （略） 

 ⑵ 認証局 地方公共団体組織認証基盤（地方公共団体が住民、企業、国また

は地方公共団体の間で交換する電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他

人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、

電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により作成される

文書が真正なものであることを認証するための基盤をいう。以下同じ。）に

おける認証局をいう。 

 ⑶～⑸ （略） 

 

 

 

 （電子署名の実施） 

第３条 （略） 

 （電子署名の実施） 

第３条 （略） 

２ 前項の規定にかかわらず、契約等（福井県財務規則（昭和３９年福井県規則  
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第１１号）の適用を受けるものに限る。）の締結につき当該契約等の内容を記

録した電磁的記録を作成する場合に実施する電子署名は、立会人型電子署名サ

ービスを利用して行うことができる。 

３ 前項の規定による立会人型電子署名サービスを利用した電子署名の実施に関

し必要な事項は、ＤＸ推進課長が別に定める。 

 

 （鍵情報格納カードの種類） 

第５条 （略） 

２ （略） 

３ 第１項に規定する鍵情報格納カードの種類以外の鍵情報格納カードの発行を

必要とする所属長（福井県文書規程（昭和６１年福井県訓令第６号。以下「文

書規程」という。）第２条第３号に規定する所属長をいう。）は、ＤＸ推進課

長に協議し、その承認を受けなければならない。この場合における鍵情報格納

カード管理者は、ＤＸ推進課長が当該所属長と協議の上決定するものとする。 

 

 （鍵情報格納カードの種類） 

第５条 （略） 

２ （略） 

３ 第１項に規定する鍵情報格納カードの種類以外の鍵情報格納カードの発行を

必要とする所属長（文書規程第２条第３号に規定する所属長をいう。）は、Ｄ

Ｘ推進課長に協議し、その承認を受けなければならない。この場合における鍵

情報格納カード管理者は、ＤＸ推進課長が当該所属長と協議の上決定するもの

とする。 
  

   附 則 

 この訓令は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福井県訓令第７号 

            庁中一般 

            各出先機関 

 福井県統計事務取扱規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 

  令和７年３月２８日 

      福井県知事 杉本 達治 

   福井県統計事務取扱規程の一部を改正する訓令 

 福井県統計事務取扱規程（平成２１年福井県訓令第３号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 
  

 （委託により県統計調査を実施する場合の措置） 

第８条 所属長は、県統計調査の全部または一部の実施を他人に委託する場合に

おいては、調査票情報その他調査対象者を識別することができる情報について

、当該委託を受ける者が秘密を保持し、および適正な管理をすべきことを当該

委託に係る契約書に記載し、または契約内容を記録した電磁的記録（電子的方

式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作ら

れる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）

に記録するものとする。 

 （委託により県統計調査を実施する場合の措置） 

第８条 所属長は、県統計調査の全部または一部の実施を他人に委託する場合に

おいては、調査票情報その他調査対象者を識別することができる情報について

、当該委託を受ける者が秘密を保持し、および適正な管理をすべきことを当該

委託に係る契約書に記載するものとする。 
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福井県訓令第８号 

            庁中一般 

            各出先機関 

 福井県工事監督規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 

  令和７年３月２８日 

      福井県知事 杉本 達治 

   福井県工事監督規程の一部を改正する訓令 

 福井県工事監督規程（昭和４９年福井県訓令第２号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 
  

第４条 監督職員は、工事請負契約書（当該契約書に記載すべき事項を記録した

電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識すること

ができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供

されるものをいう。）を含む。第６条第１項において同じ。）、設計図書等の

内容をじゅうぶんに理解し、工事現場の実態を把握するとともに、請負者また

はその現場代理人から指示、承諾、協議、確認等を求められたときは、これに

応じなければならない。 

第４条 監督職員は、工事請負契約書、設計図書等の内容をじゅうぶんに理解し

、工事現場の実態を把握するとともに、請負者またはその現場代理人から指示

、承諾、協議、確認等を求められたときは、これに応じなければならない。 

２ （略） ２ （略） 

 

 （書類の備付け等） 

第６条 監督職員は、工事の期間中、次に掲げる書類（当該書類に記載すべき事

項を記録した電磁的記録を含む。次項において同じ。）を備え、これを整理し

ておかなければならない。 

 

 （書類の備付け等） 

第６条 監督職員は、工事の期間中、次に掲げる書類を備え、これを整理してお

かなければならない。 

 ⑴～⑻ （略）  ⑴～⑻ （略） 

２ 監督職員は、工事が完了したときは、前項各号に掲げる書類を契約担当者（

かい（その長が契約担当者であるものを除く。）にあっては、かいの長を含む

。以下同じ。）に提出しなければならない。 

２ 監督職員は、工事が完了したときは、前項各号に掲げる書類を契約担当者か

い（その長が契約担当者であるものを除く。）にあっては、かいの長を含む。

以下同じ。に提出しなければならない。 
  

   附 則 

 この訓令は、令和７年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この訓令は、令和７年４月１日から施行する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福井県訓令第９号 

            庁中一般 
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　個人情報の保護に関する法律施行細則の一部を改正する規則を公布する。
　　令和７年３月２８日
　　　　　　福井県教育委員会
福井県教育委員会規則第５号
　　　個人情報の保護に関する法律施行細則の一部を改正する規則
　個人情報の保護に関する法律施行細則（令和５年福井県教育委員会規則第４号）の一部
を次のように改正する。

教育委員会規則

            各出先機関 

 福井県工事検査規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 

  令和７年３月２８日 

      福井県知事 杉本 達治 

   福井県工事検査規程の一部を改正する訓令 

 福井県工事検査規程（昭和４０年福井県訓令第１９号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 
  

 （検査の内容） 

第４条 工事の検査は、工事の出来高を対象とし、当該出来高を工事請負契約書

、仕様書、設計書その他関係図書（これらに記載すべき事項を記録した電磁的

記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができ

ない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供される

ものをいう。以下同じ。）を含む。）と対比してその適否を判定するとともに

、これに関連して当該工事の費用の経理および当該請負契約の履行が妥当であ

るか否かを調査して行うものとする。 

 （検査の内容） 

第４条 工事の検査は、工事の出来高を対象とし、当該出来高を工事請負契約書

、仕様書、設計書その他関係図書と対比してその適否を判定するとともに、こ

れに関連して当該工事の費用の経理および当該請負契約の履行が妥当であるか

否かを調査して行うものとする。 

 

 （工事の修補請求等） 

第１２条 工事検査職員は、工事の検査の結果、その出来高が、工事請負契約書

、仕様書、設計書その他関係図書（これらに記載すべき事項を記録した電磁的

記録を含む。）の内容と相違し、または不完全と認めるときは、契約担当者に

工事の修補が必要な旨を報告しなければならない。 

 

 （工事の修補請求等） 

第１２条 工事検査職員は、工事の検査の結果、その出来高が、契約書、仕様書

、設計書その他関係図書における記載内容と相違し、または不完全と認めると

きは、契約担当者に工事の修補が必要な旨を報告しなければならない。 

２・３ （略） ２・３ （略） 
  

   附 則 

 この訓令は、令和７年４月１日から施行する。 
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　様式第３号、様式第１５号および様式第２３号中「□運転免許証　　□健康保険被保険
者証」を「□運転免許証」に改める。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この規則は、令和７年４月１日から施行する。
　（経過措置）
２ 　この規則による改正前の個人情報の保護に関する法律施行細則に定める様式による用
紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。

選挙管理委員会告示
福井県選挙管理委員会告示第４５号
　個人情報の保護に関する法律施行規程の一部を改正する告示を次のように定める。
　　令和７年３月２８日
　　　　　　福井県選挙管理委員会　委員長　吉川　奈奈
　　　個人情報の保護に関する法律施行規程の一部を改正する告示
　個人情報の保護に関する法律施行規程（令和５年福井県選挙管理委員会告示第４５号）
の一部を次のように改正する。
　様式第３号、様式第１５号および様式第２３号中「□運転免許証　　□健康保険被保険
者証」を「□運転免許証」に改める。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この告示は、令和７年４月１日から施行する。
　（経過措置）
２ 　この告示による改正前の個人情報の保護に関する法律施行規程に定める様式による用
紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。

人事委員会規則
　個人情報の保護に関する法律施行細則の一部を改正する規則を公布する。
　　令和７年３月２８日
　　　　　　福井県人事委員会　委員長　野村　直之
福井県人事委員会規則第８号
　　　個人情報の保護に関する法律施行細則の一部を改正する規則
　個人情報の保護に関する法律施行細則（令和５年福井県人事委員会規則第１０号）の一
部を次のように改正する。
　様式第３号、様式第１５号および様式第２３号中「□運転免許証　　□健康保険被保険

監査委員告示
福井県監査委員告示第７号
　個人情報の保護に関する法律施行規程の一部を改正する告示を次のように定める。
　　令和７年３月２８日
　　　　　　福井県監査委員　山本　建
　　　　　　同　　　　　　　松崎　雄城
　　　　　　同　　　　　　　五十嵐　昌子
　　　　　　同　　　　　　　伊藤　和弘
　　　個人情報の保護に関する法律施行規程の一部を改正する告示
　個人情報の保護に関する法律施行規程（令和５年福井県監査委員告示第９号）の一部を
次のように改正する。
　様式第３号、様式第１５号および様式第２３号中「□運転免許証　　□健康保険被保険
者証」を「□運転免許証」に改める。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この告示は、令和７年４月１日から施行する。
　（経過措置）
２ 　この告示による改正前の個人情報の保護に関する法律施行規程に定める様式による用
紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。

公安委員会規則
　個人情報の保護に関する法律施行細則の一部を改正する規則を公布する。
　　令和７年３月２８日
　　　　　　福井県公安委員会　委員長　禿　了修
福井県公安委員会規則第５号
　　　個人情報の保護に関する法律施行細則の一部を改正する規則
　個人情報の保護に関する法律施行細則（令和５年福井県公安委員会規則第４号）の一部

者証」を「□運転免許証」に改める。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この規則は、令和７年４月１日から施行する。
　（経過措置）
２ 　この規則による改正前の個人情報の保護に関する法律施行細則に定める様式による用
紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。
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を次のように改正する。
　様式第３号、様式第１５号および様式第２３号中「□運転免許証　　□健康保険被保険
者証」を「□運転免許証」に改める。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この規則は、令和７年４月１日から施行する。
　（経過措置）
２ 　この規則による改正前の個人情報の保護に関する法律施行細則に定める様式による用
紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。

収用委員会告示
福井県収用委員会告示第１号
　個人情報の保護に関する法律施行規程の一部を改正する告示を次のように定める。
　　令和７年３月２８日
　　　　　　福井県収用委員会　会長　金井　亨
　　　個人情報の保護に関する法律施行規程の一部を改正する告示
　個人情報の保護に関する法律施行規程（令和５年福井県収用委員会告示第２号）の一部
を次のように改正する。
　様式第３号、様式第１５号および様式第２３号中「□運転免許証　　□健康保険被保険
者証」を「□運転免許証」に改める。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この告示は、令和７年４月１日から施行する。
　（経過措置）
２ 　この告示による改正前の個人情報の保護に関する法律施行規程に定める様式による用
紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。

海区漁業調整委員会告示
福井海区漁業調整委員会告示第２号
　個人情報の保護に関する法律施行規程の一部を改正する告示を次のように定める。
　　令和７年３月２８日
　　　　　　福井海区漁業調整委員会　会長　小林　利幸
　　　個人情報の保護に関する法律施行規程の一部を改正する告示
　個人情報の保護に関する法律施行規程（令和５年福井海区漁業調整委員会告示第２号）
の一部を次のように改正する。

　様式第３号、様式第１５号および様式第２３号中「□運転免許証　　□健康保険被保険
者証」を「□運転免許証」に改める。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この告示は、令和７年４月１日から施行する。
　（経過措置）
２ 　この告示による改正前の個人情報の保護に関する法律施行規程に定める様式による用
紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。

内水面漁場管理委員会告示
福井県内水面漁場管理委員会告示第２号
　個人情報の保護に関する法律施行規程の一部を改正する告示を次のように定める。
　　令和７年３月２８日
　　　　　　福井県内水面漁場管理委員会　会長　此下　美千雄
　　　個人情報の保護に関する法律施行規程の一部を改正する告示
　個人情報の保護に関する法律施行規程（令和５年福井県内水面漁場管理委員会告示第３
号）の一部を次のように改正する。
　様式第３号、様式第１５号および様式第２３号中「□運転免許証　　□健康保険被保険
者証」を「□運転免許証」に改める。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この告示は、令和７年４月１日から施行する。
　（経過措置）
２ 　この告示による改正前の個人情報の保護に関する法律施行規程に定める様式による用
紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。

企業管理規程
福井県企業管理規程第１号
　個人情報の保護に関する法律施行規程の一部を改正する規程を次のように定める。
　　令和７年３月２８日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治
　　　個人情報の保護に関する法律施行規程の一部を改正する規程
　個人情報の保護に関する法律施行規程（令和５年福井県企業管理規程第４号）の一部を
次のように改正する。
　様式第３号、様式第１５号および様式第２３号中「□運転免許証　　□健康保険被保険
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者証」を「□運転免許証」に改める。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この規程は、令和７年４月１日から施行する。
　（経過措置）
２ 　この規程による改正前の個人情報の保護に関する法律施行規程に定める様式による用
紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。
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